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＜連絡事項＞

· 法人研修の出欠入力は13日までです。グループワークでもある為、事前入力は必ず必要です。

· 50周年記念の写真総務から、50周年の写真（2セット）が届きました。SGM部屋の救急カートの上に置いてあります。各自持ち帰って下さい。その際に名簿のところに、日付とサインを行って下さい。勤務時に早く持って行くようにしてください。

· 毎日の受け持ち分担表、変更時は修正を忘れないようにして下さい。

＜患者様連絡＞

・安達　貴浩様～咽頭痛訴えあり、PL3.0 3×　2日分処方となっています。本日、外泊されてますので帰院後の風邪症状の確認お願いします。

・松橋　清子様～便秘傾向の訴えあり、アローゼン0.5　1×昼食後7日分継続処方となっています。

・石黒　信博様～臨時薬リスペリドン（2）３Ｔ→（1）３Ｔに減薬調整し7日分処方。以後定期となります。

　　　　　　　　1/15（金）10：00～1/18（月）14：00まで外泊予定です。

・木村　格治様～1/18（月）9：10～16：30まで外出予定です。

・勝田ヒモエ様～南寿の里のスタッフから本人の私物（洗剤と現金５千円）が届いています。現金は医事チームに預けており2・3日中には面会がありますので洗剤と現金を御家族へ渡すようお願いします。

・浜田　正彦様～アルコールプログラム予定表を主治医へ確認し許可頂きました。

主治医より下記確認致しました。

・外泊訓練は実施しない。

・家族勉強会は実施するが、アルコール性認知症について

　　　　　　　　　実施して下さいとの事。

　　　　　　　　①資料は盛田さんが準備して頂けるとの事。

　　　　　　　　②東病棟では、実施日をご家族へ確認して下さい。

　　　　　　　　　心理・SWがいる平日が好ましいですが、土日であれば

　　　　　　　　　看護スタッフで実施お願いします。

　　　　　　　　③今後については、主治医・ご家族へ確認して下さい。

・西澤　久様～退院療養検討会の日程がきまりました。

　　　　　　　日　時　：H21年1月19日（火）　15:00～

場　所　：青南病院　1F　旧デイケア室

参加者　：保護者（西澤繁様）、病棟担当職員、ケアマネージャー（居宅：金子氏）

　　　　　　　　　　　南陽館職員（高成氏）、南山苑職員（青山氏）、訪問看護Ns

　　　　　　　　　　　病院外来Ns、病院SW（山田）、その他関係職員

検討内容：現在の病状やADLの確認

　　　　　　　　　　今後の治療方針の確認

　　　　　　　　　自宅での生活スタイルの検討

　　　　　　　　　必要なサービスの検討・調整　など
・久保　清蔵様～本日、介護認定調査を行っています。八戸市委託アクティブ24在宅介護支援センターの方が日常生活について聞き取り調査を行っており久慈市の方へ提出することになっています。現在は要介護２度となっていますがもう少し介護度が高くなりそうだと話していました。御家族から、今後は自宅へは帰る予定は無く施設入所を予定としているとのこと。

・坂　　貢　様～本日スタッフ付き添いにて外出に出掛けています。残金がない為、予定を変更して気分転換のため近くまで散歩に出掛けています。

・新堂　寿子様～おやつの要求多く担当スタッフと話し合い、１０時・１５時に渡すこととしています。コーヒーは本人管理としています。

＜皮膚科診察＞

· 高間木　八男様～臨時薬薬タベジール2Ｔ2×、ネオファーゲンＣ6Ｔ3×　5日分継続処方となっています。

· 河村　勝男様～臨時薬薬タベジール2Ｔ2×5日分継続処方となっています。

· 河原木　泰志様～臨時薬タベジール2Ｔ2×5日分追加処方となっています。
· 神田　直樹様～両足　入浴後ラップ保護追加指示でています。

＜隔離入室患者様＞
・畑中　成夫様～終日隔離、身体拘束中。昨日は介入時の不穏行動はなくスタッフ対応穏やかで暴力行為も見られませんでした。今週は入浴も希望され不穏行動なく入浴し穏やかな精神状態が続いています。精神症状の観察も行いながら拘束帯の調整をしていきましょう。

・乙部純一郎様～終日隔離中。本日午前中はホールで静かに過ごす事出来ています。排泄は２回ありトイレに行く事は出来ても、便器内に排泄せず放尿・便をし周囲を汚しています。顔面、足背の浮腫は軽減しています。今後も時間開放時は精神症状の観察、器物破損や他者とのトラブルがないか注意していきましょう。

・神田　直樹様～終日隔離中。午前午後2時間の開放観察拡大となっています。本日は、会話の内容にまとまりのなさ見られ「いろんな事が頭に浮かんできて、ノートに書き留めたい」等と話すことあります。耳栓はしていますが問題行動や異常体験に左右された行動はなく、開放観察中は他患者様とテーブルに向い合って座り交流を持っています。引き続き、状態観察を行いましょう。

・澤口　直美様～終日隔離中。スタッフコールはあるもしつこさは見られないです。開放観察時間が午前、午後2時間の指示ありホールで過ごされていますが、周囲が騒々しくても塗り絵や書き物をしています。周囲に刺激され興奮等が見られないか引き続き観察して行きましょう。

＜要注目患者様＞

・中村　るみ子様～昨日、突然泣き出したりホール内うろついたりと精神症状の変化が見られました。本日、ドア叩き頻回で「限界です」と話し発狂することがあります。スタッフが音楽を聞かせたりトランプをすすめると落着くことが出来ています。コミュニケーションの取り方が分からないと思われるのでこちらから声掛けを行い休息をして頂くよう促していきましょう。

本日、主治医へ報告し、午後帰宅要求強まって泣いたり大声で叫ぶなどの不穏がある為、主治医指示にてレボトミン（25）１Ａ　筋注　又、本日夕食後薬にデパケンＲ（200）２Ｔ　２×朝・夕　１日分追加処方となっています。

＜勉強会＞西山Ｎｓ

障害者自立支援法とは？
障害者に関する施策は、2003年4月に身体障害者、知的障害者、障害児に対する「支援費制度」の導入が決まり、従来の措置制度から大きく転換しました。

しかし、支援費制度の導入によってサービス利用者が急増し、国と地方自治体の費用負担だけではサービス利用に対する財源確保が困難になっています。また、サービス提供に関して、これまで身体障害、知的障害、精神障害という障害種別ごとに縦割りで整備が進められてきたことから「格差」が生じ、事業体系がわかりにくい状況となっています。精神障害者は支援費制度にすら入っていない状況の改善が必要であることも指摘されていました。
　さらに、各自治体のサービス提供体制と整備状況が異なり、全国共通のサービス利用ルールもないため大きな地域間格差も生まれています。結果的に、働く意欲のある障害者が必ずしもその機会を得られていないという状況も見えてきました。こうした制度上の問題を解決し、障害者が地域で安心して暮らせる社会を実現するために「障害者自立支援法」が2005年（平成17年）10月31日に成立し、翌2006年（平成18年）4月1日から順次施行されています。
障害者自立支援法ポイント

障害者施策を一元化

利用者の利便性向上

就労支援の強化

支給決定のプロセス明確化

安定的な財源を確保

総合的な自立支援システムとは？

障害者自立支援法では、サービス利用者のニーズや障害の程度に応じてサービスが公平に提供されるようになりました。具体的には、サービスの給付体系を再編し、在宅でのサービス利用、通所で利用するサービス、入所施設サービスなど「障害福祉サービス」の中身をわかりやすく整理しました。こうしたサービスは、利用者へ個別給付される「自立支援給付」と呼ばれ、大きく分けて、
（1）介護給付
（2）訓練等給付
（3）自立支援医療
（4）補装具
などに分かれています。
そのほかに、地域生活支援事業があります。この事業は国や都道府県の財政支援を受けて市町村が行うサービスと都道府県が国の財政支援を受けて行うサービスです。サービスの内容は
（1） 利用者の相談支援
（2） 手話通訳などのコミュニケーション支援
（3） 日常生活用具の給付・貸与
（4） 移動支援
（5） 地域活動支援センターの機能強化
（6） 福祉ホーム
（7） 居住支援
（8） その他の日常生活または社会生活支援
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が含まれています。
サービスの内容

障害福祉サービスの中核は、「介護給付」と「訓練等給付」に分かれています。介護給付は10種類、訓練等給付は4種類のサービスがあります。
自立支援医療費について

これまでの障害者の医療費は、精神通院医療（精神保健福祉法）、更生医療（身体障害者福祉法）、育成医療（児童福祉法）という別々の医療制度で運営されていたものが、障害者自立支援法によって一本化され「自立支援医療制度」になりました。支給認定の手続き、利用者負担の仕組みを共通化し、指定医療機関制度を導入しています。
	サービス利用の仕方
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自立支援医療を利用する障害者と障害児は、最初に申請を行います。申請先は、従来の手続き方法と変わっていないので、育成医療と精神通院医療の対象者であったものは都道府県、更生医療の対象者であった場合は市町村が申請窓口となります。更生相談所の判定など、それぞれに認定作業が実施され、支給認定の通知が申請者に通知されます。
自立支援医療にかかる医療費は？
どの障害の人も医療にかかる費用は、基本的に1割の定率自己負担となります。低所得世帯の方には医療費負担軽減措置があります。また、一定の負担能力があっても高額治療継続者（重度かつ継続）で相当額の医療費負担が生じる方にもひと月当たりの負担に上限額を設定する負担軽減策があります。この場合、世帯の単位は、住民票上の家族ではなく、同じ医療保険に加入している家族を同一世帯とします。入院時の食費（標準負担額相当）については原則自己負担となります。
■一定所得以下の世帯の場合
生活保護世帯は、自己負担は0円。
市町村民税非課税世帯で、障害者本人または保護者の年収が80万円以下（低所得1）の場合は、負担上限月額が2,500円となっています。また、市町村民税非課税世帯で本人または保護者の収入が80万円超（低所得2）の場合、負担上限月額は5,000円に設定されています。
■中間所得層の世帯の場合
中間所得世帯の場合、市町村民税が2万円以上20万円未満の世帯で、負担上限月額は医療保険の自己負担限度と同額になっています。
■一定所得以上
市町村民税（所得割）が20万円以上の場合は、自立支援医療費負担の対象外（医療保険の負担割合・負担限度額）です。
■高額治療継続者（「重度かつ継続」）
高額治療継続者（「重度かつ継続」）の範囲は、以下の通りとなっており、負担上限額は、市町村民税（月額）2万円未満（中間所得層1）は、負担上限額5,000円、市町村民税（月額）2万円以上20万円未満（中間所得層2）は、負担上限額10,000円。一定所得以上の場合は、負担上限額が20,000円となっています。
・疾病、病状等から対象となる者で、腎臓機能、小腸機能又は免疫機能障害の者、　統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害若しくは薬物関連障害（依存症等）の者、集中・継続的な医療を要する者として精神医療に一定以上の経験を有する医師が判断した者。
・疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することから対象となる者。
地域生活支援事業とは？
障害者自立支援法では、「地域生活支援事業」が創設されました。都道府県および市町村が地域の実情に応じて、必要と思われる事業に柔軟に取り組みます。各市町村は、「障害福祉計画」の中に地域生活支援にかかわる施策を盛り込み実施することになっています。予算的には、事業に対して国が50%以内、都道府県が25%以内を補助します。
相談支援事業

障害者自立支援法で自立支援給付を受ける障害者が、申請手続きや、サービス利用契約を結ぶ段階で相談業務を行います。相談支援事業者に委託し、障害者の支援を行います。市町村では、支援策の強化を行うために社会福祉士、精神保健福祉士、保健師を配置します。
コミュニケーション支援事業

障害者の社会参加の機会を支援するために、手話通訳派遣、要約筆記派遣、手話通訳設置事業などのコミュニケーションにかかわる支援事業を実施します。
日常生活用具給付事業

日常生活用具とは実用性が認められた安全に使用できる用具で、日常生活の困難を改善し、自立支援につながるものとされています。ただし、開発や改良に専門知識を要するもので、一般的に普及していないものと規定されています。
日常生活用具給付事業では、以下に関して給付を行っています。
・介護・訓練支援用具
・自立生活支援用具
・在宅療養等支援用具
・情報･意思疎通支援用具
・排泄管理支援用具
・住宅改修費
移動支援事業

屋外で移動することに制限を持っている障害者、一人で外出できない障害者を対象に移動にかかわる支援を行います。支援事業には、「個別支援型」「グループ支援型」「車両移送型」があります。
地域支援活動支援センター機能強化事業

障害者の創作的活動、生産活動、社会との交流の促進を目指す事業です。地域活動支援センターの機能強化を図るために専門職の配置、地域住民ボランティア育成、生きがい事業などを展開します。
生活サポート事業

介護給付の対象外になる障害者に対して、必要と認められる場合に、日常生活･家事の支援を行う事業です。
